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体制強化

周知・広報 執行等

これまでの価格転嫁・取引適正化に関する取組

ルール整備
取適法の施行（下請法改正）
（令和８年１月１日施行）
• 特定運送委託の追加
• 従業員基準の追加
• 手形払等の禁止
• 協議に応じない一方的な代金決定の禁止
• 面的執行の強化（事業所管省庁の指導・助言）等

支払告示の制定
（令和９年４月１日施行）
• 給付の受領日から60日以内に代金を支払わないこ
との禁止

物流特殊指定の改正
（令和９年４月１日施行）
• 着荷主による契約外の荷待ち・荷役への対応等

優越ガイドラインの改定
• 価格協議に関する想定例の追加等

知財取引指針の策定
労務費転嫁指針の策定・改正

 47都道府県における説明会
• 取適法、支払告示等の説明

業種別説明会
• 関係省庁と連携した業種別説明会の開催

多様な媒体による周知
• YouTube、SNS、Web広告等
• パンフレット・ポスター等

相談対応
• 全国の相談窓口において、取適法及び優越的地
位の濫用に係る相談を受付
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• サプライチェーン全体における価格転嫁・取引適正化を定着させていくため、公正取引委員会と中小企業庁共催の
有識者会議（企業取引研究会）の提言（令和６年12月）を踏まえ、必要なルール整備を進めてきた。

• また、整備したルールの実効性を確保するため、周知・広報に努めるとともに、取適法の事件調査や未然防止のた
めのフォローアップ調査等を進めてきた。併せて、執行体制の強化を進めてきた。

取適法の事件調査
• 違反事件への厳正かつ機動的な対応
（勧告・指導）

• 特定の業種・業界における集中調査

面的執行の強化（執行連携）
未然防止のためのフォローアップ
調査・注意喚起

• 価格転嫁円滑化・支払の適正化に関する調査
• 荷主と物流事業者との取引に関する調査

価格転嫁・取引適正化に関する体制強化
• 公正取引委員会の定員は841人（令和３年度末）から995人（令和８年度末）に増員
• 令和４年に公正取引委員会は優越Ｇメンを創設し、令和８年度では136名体制



① 運送委託の対象取引への追加（物流問題への対応）
対象取引に、発荷主が運送事業者に対して物品の運送を委託する取引を追加

② 従業員基準の追加（適用基準の追加）
従業員数300人（役務提供委託等は100人）の区分を新設

③ 手形払等の禁止 → 支払遅延に該当
対象取引において、手形払を禁止。その他の支払手段（電子記録債権、ファクタリング等）についても、
支払期日までに代金相当額を得ることが困難なものを禁止

④ 協議に応じない一方的な代金決定の禁止（価格据え置き取引への対応）
代金に関する協議に応じない、必要な説明・情報提供をしないことによる、一方的な代金額の決定を禁止

⑤ 面的執行の強化
事業所管省庁の主務大臣に指導・助言権限を付与。相互情報提供に係る規定を新設

施行期日

公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日

 法律の名称

 用語
「下請事業者」⇒「中小受託事業者」、「親事業者」⇒「委託事業者」等
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規制の見直し

「下請」等の用語の見直し

「製造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の
防止に関する法律」

（略称:「中小受託取引適正化法」、通称:「取適法」）

「下請代金支払遅延等防止法」

取適法（主な改正事項）



適用対象

製造委託 修理委託 役務提供委託
（運送・倉庫保管・情報処理）

情報成果物作成委託
（プログラム）

役務提供委託
（運送・倉庫保管・情報処理除く）

情報成果物作成委託
（プログラム除く）

中小受託取引の公正化 ・ 中小受託事業者の利益保護法目的

禁止行為

報復措置受領拒否

有償支給原材料等の対価の早期決済支払遅延（手形払等の禁止）

割引困難な手形の交付減額

不当な経済上の利益提供要請返品

不当な給付内容の変更・やり直し買いたたき

協議に応じない一方的な代金決定購入・利用強制

特定運送委託

資本金３億超
委託
事業者

資本金１千万超３億以下
常時使用する従業員300人超

資本金３億以下（個人含む）中小
受託
事業者

資本金１千万以下（個人含む）
常時使用する従業員300人以下（個人含む）

資本金５千万超
委託
事業者

資本金１千万超５千万以下
常時使用する従業員100人超

資本金５千万以下（個人含む）中小
受託
事業者

資本金１千万以下（個人含む）
常時使用する従業員100人以下（個人含む）

①取引の内容

②規模要件

①取引の内容

②規模要件

①取引の内容 ＋ ②規模要件 ＝ 対象取引

義務

発注内容を明示する義務（発注書の交付）

取引に関する書類等を作成・保存する義務（2年）

支払期日（受領後60日以内）を定める義務

遅延利息（14.6％）の支払義務

※赤色は改正内容

公取委による勧告、公取委・中企庁・事業所管大臣による指導・助言措置
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取適法の概要 令和８年１月施行（令和７年５月改正）



指針の詳細については、以下のサイトをご確認ください。

労務費転嫁指針

発注者として採るべき行動／求められる行動

① 経営トップの関与

② 定期的な協議の実施

③ 説明・資料を求める場合は公表資料とすること

④ サプライチェーン全体での適切な価格転嫁を行
うこと

⑤ 要請があれば協議のテーブルにつくこと

⑥ 必要に応じ考え方を提案すること

受注者として採るべき行動／求められる行動

⑦ 相談窓口の活用

⑧ 根拠とする資料

⑨ 値上げ要請のタイミング

⑩ 発注者から価格を提示されるのを待たずに自ら希
望する額を提示

発注者・受注者の双方が採るべき行動／求められる行動

⑪ 定期的なコミュニケーション

⑫ 交渉記録の作成、交渉記録の双方での保管

• 労務費の転嫁に関する事業者の発注者・受注者の双方の立場からの12の行動指針。

• 本指針に記載の12の行動指針に沿わないような行為をすることにより、公正な競争を阻害するおそれがある場合には、
公正取引委員会において独占禁止法及び中小受託取引適正化法（取適法）に基づき厳正に対処することを明記。

• 他方で、記載された発注者としての行動を全て適切に行っている場合、通常は独占禁止法及び中小受託取引適正化法
（取適法）上の問題が生じない旨を明記。
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物流特殊指定、支払告示、優越ガイドラインについて

【価格転嫁】 【物流】【支払条件】

３億円超

1千万円以下

３億円超

1千万円以下

３億円超

１千万円以下

３億円超

１千万円以下

着荷主

運送事業者

発荷主

運送事業者

・・・取適法対象取引

取適法対象外

取適法
協議に応じない一
方的な代金決定の
禁止

取適法
60日以内の支払 取適法

不当な荷待ち・
荷役の禁止

取適法対象外

取適法対象外

取適法対象外

取適法対象外

→優越GL改定

違反事例の追加

→支払告示制定

60日以内の支払

→物流特殊指定改正

不当な荷待ち・荷役
の禁止

→支払告示制定

60日以内の支払
→優越GL改定

違反事例の追加

GL…ガイドライン
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• 適切な価格転嫁・取引適正化をサプライチェーン全体で定着させていくためには、取適法の対象外の取引にも、サプ
ライチェーン全体における取引の実態や商慣行にも広く目を向け、実効的な取組を進めていくことが不可欠。

• そのため、サプライチェーン全体での適切な価格転嫁の環境整備や支払条件の適正化、物流に関する商慣習の問題に
対する更なる対応、に向けて優越的地位の濫用に対する規制を整備。



物流特殊指定、支払告示
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知財取引指針

• 知的財産権等の取引環境の整備や知的財産権等に係るリテラ
シーの向上により、イノベーションを促進すること

• 「情報の管理」、「知的財産権等の価値の適切な評価」など、
知財取引に関する項目ごとに、基本的な考え方・独占禁止法
上の考え方・実践例等を示し、加えて、関連する相談・支援
窓口や契約書ひな形を提示。
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 全業種を対象とした包括的かつ横断的な考え方を提示

 知的財産権等（知的財産権のほか、権利化されていないノウ
ハウやデータ）の取引全般が対象

 独占禁止法等の考え方を提示（約70事例）、

 基本的な考え方やその実践例（約50事例）を提示

 様々な対価設定方法（レベニューシェア等）や対価設定にお
ける選択肢（成果物の工賃と知的財産権等の対価の区分等）
を提示

 活用可能な相談窓口や体制を幅広く紹介

指針のポイント


